


















　　（ ₁ ） 刑事罰の適用と制定
　　（ ₂ ） 請求権の差止と停止







































































































₅ 月以降も、毎月、開示請求を繰り返したが、Y 県担当者が X と A 教授との面談
の機会を設けたところ、X は、いったん、係属中の全ての開示請求及び不開示決定
等に対する異議申立てを取り下げた。
　ところが、X は、平成₂₀年 ₆ 月 ₁ 日頃、A 教授から、特別支援学校を頻繁に訪問
していることを注意されたのを契機に、Y 県の職員の中に、原告が特別支援学校を
訪問していることを A に話した者が存在すると疑うようになり、同年 ₉ 月頃から









平成₂₁年 ₉ 月 ₈ 日の時点では、多数の開示請求が処分未了の状態にあり、その処理












だ。また、X は、平成₂₂年 ₂ 月以降、本件各不開示決定の取消しを求める訴えを概
ね ₁ 週間に ₁ 件の割合で裁判所に順次提起していった。また、X はそれ以前から、
処分行政庁のした行政文書不開示決定や保有個人情報不開示決定の取消しを求める
訴えを多数提起しており、平成₂₁年₁₁月₃₀日から平成₂₄年 ₉ 月₁₈日までの間に X
が Y に対して提起した訴訟は、合計₆₈件に達した 4 。



















　「X の要求は、①自らを Y 県の特別支援教育連携協議会の委員にする、② A 教授との面
談の機会を設ける、③ X が特別支援学校を訪問して開示請求をしていることを A 教授に告













　この第 ₁ 審判決に対して X は控訴したが、控訴審（名古屋高判平成₂₅年₁₀月₃₀




























































































































　本件において X は、情報公開請求に際して X に応対した複数の女性職員等に対
して写真撮影に応ずるよう要求し、かかる要求がかなえられた際には情報公開請求
を行わず、拒絶された場合には情報公開請求を行ったと認定されている。言うまで
もなく、行政機関の職員といえども、当該職員自身の意思に反して自己の容姿容貌
を他人に撮影される理由はなく、ましてや情報公開請求権の行使の有無と連動させ
て写真撮影の要求を行うことは、情報公開請求の本来の目的から逸脱し、情報公開
請求権の行使に関して取引ないし圧力行為をしたものとする評価が直感的に生ずる
ところである9 。従って、かかる行為は、単なる情報公開請求権の行使が濫用にわ
たるか否かの判断を超えて、当該要求を行うことが何らかの犯罪に該当する可能性
すらあるわけであり、これまで検討してきた前二者の要件とは異なり、情報公開請
ところその優先順位は、当該文書について公開を準備する必要性が具体的に生じた順序、
すなわち情報公開請求がされた順序に依るものとすることが、合理的であると言うことが
できる。
9 　かかる要求が行われるということは、情報公開請求者にとって、当該情報公開請求によ
り達成される主要な目的が、当該請求対象の文書に記載された情報の把握にあるわけでな
く、むしろ請求の有無と連動させた写真撮影に主な目的があり、職員が本来応ずる必要の
ない写真撮影に対して、情報公開請求への対処を避けようとして写真撮影に応じてしまう
よう圧力をかけているものと、考えざるを得ないからである。
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求権が本来の目的のために行使されていない可能性が極めて高いものとして、情報
公開請求権の行使が濫用にわたることの要件の典型例として、位置づけることが可
能であると思われる。
　もっとも、かかる要求自体への対処については、別の問題が生じうる。すなわち、
上記の状況の下では、情報公開請求者は情報公開請求それ自体を主な目的としてい
るわけでない以上、情報公開請求権の行使が濫用にわたるとしてこれを拒絶したと
しても、情報公開請求者にとっては特に不利益が生ずるわけではなく、写真撮影の
要求それ自体を抑止するためには、必ずしも実効的とは言えない部分がある。従っ
て、情報公開請求権の行使に連動した不当な要求行為自体を抑止させるためには、
かかる要求が何らかの犯罪に当たることを論じなければならない。
　直感的に考えれば、かかる要求は、情報公開請求を行わないことを交渉材料とし
て、職員が本来応ずる義務のない写真撮影を行おうとするものであるから、脅迫罪
ないし強要罪に該当する可能性がある。しかしながら、脅迫罪ないし強要罪につい
ては、「害悪の告知」すなわち「生命、身体、自由、名誉、若しくは財産に対して
害を加える旨を告知」することが犯罪としての構成要件となっているところ、情報
公開請求権の行使は、国民ないし市民の有する権利の ₁ つである以上、情報公開請
求権の行使を以て脅迫罪ないし強要罪の構成要件を充たすと考えられるかについて
は、かなり微妙な解釈を要するものと思われる10。
　なお、職員がかかる要求に対して恐怖感を覚えたとしても、かかる心理状態に
陥ったことを以て脅迫罪ないし強要罪の構成要件を充たすと言うことができるため
には、当該職員がかかる要求ないしその予測を原因として心身の不調を生じさせた
ことが事実上必要となる可能性があり、かつ、心身の不調が生じたことが明らかと
なった場合でも、かかる要求との因果関係の立証については、情報公開請求権の行
使が濫用にわたるか否かの判断自体が常に確定しているわけでないこととの関係
で、権利行使の事実自体を以て直ちに職員の心身の不調と因果関係があると判断す
10　この点について、仮にかかる状況の下で行われた情報公開請求が権利の濫用と判断され
るものであったとしても、かかる濫用にわたる請求を行うことが、権利行使としての要件
を充たさず、従ってこれに応ずる義務が生じない以上、当該権利行使が行われることを告
知したからと言って直ちに行政機関ないしはその職員にとって、脅迫ないし強要の要件と
しての「害を与える」ものと考えられるかは、やや技巧的な解釈を要するものである。従っ
て、かかる要求に連動した情報公開請求が、権利行使の濫用にわたることを超えてさらに
違法行為ないし犯罪を敢行したものとして、行政機関ないし職員に対して「害を与える」
ものと評価することができるかは、現段階では必ずしも明らかでないと言うほかない。
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ることができるかについては、不確定要素が伴うことが予測される。
　以上のことからすると、情報公開請求権の行使と他の要求とを連動させた場合に
は、情報公開請求権の濫用である可能性は極めて高くなるものの、現実の局面では、
かかる情報公開請求と連動した要求行為自体の抑止がむしろ必要であり、そのため
の解釈にはなお不確定要素があるものと言わなければならない。
4 　情報公開請求権の濫用への対処
　これまで検討してきたとおり、情報公開請求権については、どのような要件を以
て権利の行使が濫用にわたると言うことができるかが、必ずしも明らかでない部分
がある。他方、他の要求と情報公開請求権の行使を連動させようとする場合につい
ては、権利行使が濫用にわたる可能性自体は極めて高くなるものの、現実的な対処
としては、権利行使を拒絶するだけでは不十分であり、そもそもかかる要求行為自
体を抑止することが必要となってくる。
　しかしながら、このような情報公開請求権の濫用にわたる行使が生じさせている
問題点に対して、現行の情報公開請求制度は、必ずしも有効な観点を示すことがで
きていないものと言わざるを得ない。すなわち、現行の情報公開請求制度は、基本
的に国民ないし市民が情報公開請求を適切に行う局面を念頭に置いており、情報公
開請求権が濫用された場合についての対処はもとより、そもそも情報公開請求権が
濫用されること自体を想定していないものと考えざるを得ないように思われる11。
　従って、今後において情報公開請求権の濫用に対して適切に対処し、情報公開請
求制度の本来の趣旨を全うさせるためには、次に掲げる法律上の手段について、改
めて検討する必要があると言うべきである。
（ 1 ）刑事罰の適用と制定
　情報公開請求に際して、不当な要求を行ったり、職員に対して暴行に及んだりす
11　実際、前項で検討したとおり、本件で行われたような、職員に対して写真撮影に応ずる
よう求め、拒絶されると情報開示請求をすることは、直感的に考えて極めて不当性の強い
ものであるが、情報開示請求が「権利」であることから、写真撮影に応じなければ情報開
示請求する、ということが行政機関ないしは職員に対する「害悪の告知」に該当するか否
かが判然とせず、脅迫罪や強要罪に該当するかも不明であるという、多分に疑問の余地の
ある解釈を導かざるを得なくなり、結果として情報公開請求自体が濫用にわたるか否かの
判断についても、曖昧な判断が導かれる原因となっているように思われる。
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る事態に対しては、刑罰を以て臨むことが必要な場合があるものと思われる。なお、
この場合、刑法犯として立件しようとすると、前記のとおり情報公開請求が「権利」
であるために構成要件該当性に疑義が生じかねず、また、他の刑法犯と比較して、
「軽罪」であるとの誤った認識を生じさせるおそれもないではないため、情報公開
請求を濫用したこと自体を構成要件とし、情報公開関係法規自体に直接罰則を設け
ることが、不当な要求や違法な行為の抑止にとって、より実効的な対処となるよう
に思われる。
　もっとも、かかる刑罰規定の制定に際しては、情報公開請求権の濫用自体につい
て、具体的行為態様を以て構成要件を確定する必要があるところ、かかる構成要件
の規定は半ば必然的に限定列挙としての性格を持たざるを得ないものであり、具体
的に規定されていない行為態様についての刑罰規定の適用の可否が、問題となる可
能性がある。但し、これまでの検討によって、少なくとも情報公開請求権の行使と
連動させて行政機関ないし職員に対して本来義務のないことを要求すること自体に
社会的な不当性があることは明らかであるから、少なくともこの点については、刑
罰規定の新設を検討する必要性が極めて高く、かかる刑罰規定が新設されるまでの
間においては、刑法に規定された脅迫罪ないし強要罪の適用が可能であるか否か
を、改めて検討すべきであると考えられる。
（ 2 ）請求権の差止と停止
　この対処は、濫用に該当する情報公開請求自体を直接抑止するものであり、権利
濫用に対する制裁としては、極めて実効性の高いことが期待できる。刑罰は、過去
の事実に対してしか適用できず、請求者によっては、刑事処罰では抑止効果がない
場合も生じうるから、権利行使自体について、厳格な要件の下に制約を課すことも、
認められてしかるべきである。
　もっとも、かかる権利の差止ないし停止については、情報公開請求を受けた行政
機関自体が、行政処分として行うこととならざるを得ず、逆に、行政機関側の恣意
的な判断のおそれをどのように排除すべきかが問題となる。本稿で検討してきたと
おり、大量の情報公開請求やその取下、あるいは公開された情報の不利用に関して
は、それだけでは必ずしも情報公開請求権の濫用とは断定できない場合がありうる
から、行政機関側による権利の差止ないし停止の処分については慎重を期する必要
があることは当然である。従って、現実的な対処としては、ある程度以上の事務処
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理を要することが明らかである情報公開請求に対して行うべきことは、まず第 ₁ に
は請求者との協議によって事務処理を軽減させるための補正ないし調整を行うこと
であり、請求者がかかる協議に誠実に対応せず、情報公開請求権を行使することの
真意が疑われる場合には、かかる情報公開請求自体が濫用にわたると行政機関にお
いて解釈せざるを得ないことを告知し、適切に権利行使を行わなければ権利の行使
を差止ないしは停止せざるを得ないことを警告したうえで、初めてかかる処分が可
能となるものと考えるべきである12。
（ 3 ）情報公開の費用負担
　現在の多くの行政機関において、情報公開請求自体は無償であるとされているこ
とが、本件のような膨大な情報公開請求を事実上誘発している側面があることは否
定できない。従って、情報公開に要する全ての費用を請求者に負担させる必要まで
はないものの、特定の職員が事実上当該業務のみにかかりきりとならざるを得ない
ような膨大な量の情報公開請求に対しては、かかる業務負担に適切に対応する費用
負担を、請求者に課すことが必要であるように思われる13。
　もっとも、かかる対処は、本来必要とされる情報公開請求権の行使の一部を、費
用負担の面から断念せざるを得ない結果を生じさせるものであるから、行政機関自
身による積極的な情報の公開運用と連動して、初めて妥当性を保つことができるも
のである。実際、情報公開請求に要する費用の中には、情報公開請求権の行使自体
に要する費用、すなわち、当該行政機関に出頭する旅費等の負担をも含めて考える
ことが必要であるから、例えば公開対象となる情報については原則としてインター
ネット上で公開し、情報を必要とする者が当該行政機関に出頭すること自体を不要
とする等、情報公開請求者側の費用負担の軽減についても、同時に配慮する制度設
計を行うことが、併せて求められるものと思われる。
　以上のとおり、現行の情報公開制度には、権利行使の濫用に対して必ずしも適切
に対応できていない部分があるものと言わざるを得ず、結果として情報公開請求権
12　なお、かかる手続過程に際して、請求者の側からの見解ないし主張を聴取する必要があ
ることも明らかであり、場合によっては、第三者機関の設置ないし判断の委嘱が必要とな
る場合も生ずるであろう。
13　かかる対処は、上記で検討した他の対処と比べると、現行制度の運用方針を大幅に変更
させるものでないため、制度改正の支障がそれ程大きくないことが予測される。
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の行使自体に対する正統性を疑わせる一因を構成しているものと評価せざるを得な
い。権利は適正に行使してこそ権利としての意義を保つことができるものであり、
情報公開制度、ひいては情報管理制度のより適切な運用と監督体制を構築するた
め、濫用あるいは不当な権利行使の抑制に向けて、あらゆる対処の可能性が検討さ
れることが必要である。
（了）
（人文社会系准教授）
